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マレーシア ジョホール州
タンジュンペレパス港に新倉庫完成

フリーゾーン内

17年9月より入居可能！（1区画3,500㎡〜）

【Ms.島津】81-3-6459-6310　yuko.shimazu@mapletree.com.sg
【Mr.丹治】81-3-6459-6423　hirotatsu.tanji@mapletree.com.sg

メープルツリー インベストメンツ ジャパン株式会社
ロジスティクス部 日本窓口 

アジア・太平洋8カ国にて先進的な物流施設を提供しています。
現地での内覧等、お気軽にお問合せ下さい。

建物概要 2階建スロープ式マルチテナント型物流施設（ドライ倉庫） 総貸床面積 約132,000㎡
消防設備 最新のESFRスプリンクラーシステム装備 引 渡 予 定 2017年 9月

ロジャナ工業団地

約30年の工業団地ビジネ
スの歴史
入居企業約 250 社
チョンブリ、レムチャバンに
新規工業団地を開発中
現地で 7 名の日本人駐在
員がフルサポート

約3,500ha
総開発面積

タイ
リンテル工業団地

メキシコ中央高原最大の
工業団地ディベロッパー
であるリンテル社と総代
理店契約を締結
現地に日本人駐在員を1名
配置し、日系企業も安心の
サポート

約2,300ha
総開発面積

メキシコ
フーミー3特別工業団地

南ベトナムで唯一の「特
別工業団地」に指定
2077 年までの長期の土地
リース期間
カイメップ深水港から4 キ
ロの絶好のロケーション

約1,000ha
総開発面積

ベトナム

いま、注目の3カ国に進出するなら、
信頼の日鉄住金物産の工業団地へ

まずはお気軽にご相談ください
インフラ事業推進部	 石川	 ishikawashi727@nssb.nssmc.com
Tel：03-5412-5188	 竹下	 takeshitasho462@nssb.nssmc.com

東西経済回廊

南部経済回廊
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スワンナプーム
国際空港

ドンムアン空港

プーケット国際空港

クアラルンプール
国際空港

ハン・ナディム空港

ミナンカバウ国際空港

スカルノハッタ国際空港

アジスチプト国際空港
ジュアンダ国際空港

セビンガン国際空港

スルタン・ハサヌディン国際空港

サム・ラトゥランギ空港

ペナン国際空港

スルタン・イスマイル・プトラ空港

スナイ国際空港

クチン国際空港

シブ空港

コタキナバル
国際空港

ラブアン空港

サンダカン空港

ニノイ・アキノ国際空港 

イロイロ国際空港 

マクタン・セブ国際空港

ダバオ国際空港 

ミリ空港

タワウ空港

クラビ空港

サムイ空港

スラタニ空港

ヤンゴン
国際空港

ネピドー
国際空港

シットウェ空港

マンダレー国際空港

ウドンタニ
国際空港

コンケン空港

ハジャイ
国際空港

チェンマイ国際空港

モーラミャイン空港

チェンライ
国際空港

ノイバイ国際空港

ダナン
国際空港

タンソンニャット
国際空港

ルアンパバーン
国際空港

プノンペン
国際空港

シエムレアップ
国際空港

ワットタイ
国際空港

パクセ
国際空港

レムチャバン港 

ラノン港 

ヤンゴン港 

バンコク港 

コートーン港 

ベイ港 

ダウェー港 

モーラミャイン港 

パテイン港 ティラワ港 

タンドウェ港 

チャウピュー港 

シットウェ港 

ベラワン港 

ボジョネガラ港    
タンジュンプリオク港 

タンジュンペラック港 
タンジュンウマス港 

チェンコン港 
チェンセン港 

ダナン港 

ソンクラー港 

クアンタン港 

ジョホール港 クチン港 

ビントゥル港 

ミリ港 

スービック港 
マニラ港 

カガヤンデオロ港 

ダバオ港 

セブ港 

クラン港 

タンジュン・
ペレパス港 

シンガポール港 

ペナン港 

ハイフォン港 

カイラン港 

サイゴン港 

シアヌークビル港 

ココン港 

カンポット港 

プノンペン港 

タイ・ミャンマー第 2友好橋
（2017年完成予定）

ネアックルン橋
（つばさ橋）

マレーシア

マレーシア

タイ

ラオス

カンボジア

ミャンマー

ベトナム

インドネシア

フィリピン

ブルネイ

ハイフォン

ダナン

ダバオ

メダン

マニラ
マカティ

プノンペン

ノンタブリー

アユタヤ

サワンナケート

チャンパーサック メ
コ
ン
川

ルアンパバーン

カントー

スバン・ジャヤ

クラン

ヤンゴン

マンダレー

ネピドー

モーラミャイン

バゴー

サンボアンガ

チレボン

ブカシ

ジョホールバル

アンパン・ジャヤ

ダウェー

ウドンタニ

バッタンバン

シエムレアップ

ポイペト

シアヌークビル

ハジャイ

ビエンチャン

ハノイ

サケオ

フアヒン

クアラルンプール

バンコク

ノンカイ

ケンコイ

ニャチャン

ジャカルタ

バンドン

ホーチミン

ナコンラチャシマ

チェンマイ

メーソート
ムクダハン

ビン

昆明

カンチャナブリ

スラバヤ

シンガポール

人口（万人）   560 
GDP（億ドル）   2,970 
1人当たりGDP（ドル）   53,036 
日系企業数    1,116
法定最低賃金   1,000Sドル/月
（シンガポール人労働者が対象で外国人
労働者を雇う企業に限る）

Singapore

人口（万人）   3,118 
GDP（億ドル）   2,963
1人当たりGDP（ドル）   9,503 
日系企業数    1,347
法定最低賃金   1,000リンギ/月

（マレー半島部）

❶バヤンルパス工業団地
❷ハイコム工業団地
❸コタキナバル工業団地 （KKIP）
❹パシルグダン工業団地
❺プライ工業団地
❻サマラジュ工業団地
❼スナワン工業団地
❽スバン・ハイテク工業団地
❾イスカンダル開発地域（IDR）
１⓪クリム・ハイテック工業団地

工業団地

Malaysia

人口（万人）   1,576 
GDP（億ドル）   200 
1人当たりGDP（ドル）   1,269 
日系企業数    224
法定最低賃金   153米ドル/月

（縫製業のみ）

経済特区

B
C
D
E
F
G
H

ドラゴンキング経済特区
マンハッタン経済特区
ココン経済特区
プノンペン経済特区
サンコーポイぺト経済特区
シアヌークビル経済特区
シアヌークビル港経済特区
タイセン経済特区

A

Cambodia

❶マンダレー工業団地
❷マンダレー・ミョータ工業団地
　（建設中）
❸ミンガラドン工業団地
❹ミャワディ工業団地
❺パテイン工業団地

工業団地

人口（万人）   5,288 
GDP（億ドル）   674 
1人当たりGDP（ドル）   1,275 
日系企業数    346
法定最低賃金   3,600チャット/日

ダウェー経済特区
チャウピュー経済特区
ムセ中央経済区
ティラワ経済特区

経済特区

B
C
D

A

Myanmar

❶バタミンド工業団地
❷ジャバベカ工業団地
❸東ジャカルタ工業団地（EJIP）
❹GIIC工業団地
❺プロガドゥン工業団地
❻カラワン工業団地（KIIC）
❼マカッサル工業団地
❽メダン工業団地
❾MM2100工業団地
１⓪パスルアン工業団地（PIER）
１１スルヤチプタ工業団地
１2クンダル工業団地

工業団地

人口（万人）   26,111 
GDP（億ドル）   9,322 
1人当たりGDP（ドル）   3,570 
日系企業数    1,697
法定最低賃金   335万5,750ルピア/月

（ジャカルタ）

Indonesia

❶バダンガス
●ファーストフィリピン工業団地
●リマ・テクノロジー・センター（LTC）
❷カビテ
●カビテ経済区
●ファースト・カビテ工業団地
❸ラグナ
●グリーンフィールド・
オートモーティブ・パーク

●カーメルレイ工業団地
●ラグナ・テクノパーク
●  ライト・インダストリー&
サイエンス・パーク

●トヨタサンタロサ経済特区
❹ルイシタ工業団地

工業団地・経済特区

B
クラーク経済特区
マクタン輸出加工区

A

人口（万人）   10,332 
GDP（億ドル）   3,049 
1人当たりGDP（ドル）   2,951 
日系企業数    1,448
法定最低賃金   491ペソ/日
（マニラ首都圏、農業分野以外の民間）

Philippines

Laos
人口（万人）   675 
GDP（億ドル）   159 
1人当たりGDP（ドル）   2,356 
日系企業数    128
法定最低賃金   90万キープ/月

経済特区

B
C

D
E
F
G

ボーテン経済特区
ゴールデントライアングル経済特区
パクセー・ジャパン
日系中小企業専用経済特区
プーキアオ経済特区
サワン・セノ経済特区
タケク経済特区
ピタパーク経済特区

A

工業団地

❶アマタシティー工業団地
❷アマタナコン工業団地
❸イースタンシーボード工業団地・
へマラート・イースタンシーボー
ド工業団地
❹ハイテック工業団地
❺ハイテックカビン工業団地
❻ナワナコン工業団地
❼北部工業団地
❽ピントン工業団地
❾ロジャナ工業団地アユタヤ
１⓪ロジャナ工業団地プラチンブリ
１１ロジャナ工業団地ラヨン1
１2ソンクラー県南部工業団地
１❸ 304工業団地
１❹サイアムイースタン工業団地

人口（万人）   6,886 
GDP（億ドル）   4,068 
1人当たりGDP（ドル）   5,908 
日系企業数    1,725
法定最低賃金   310バーツ/日

（バンコクなど7県）

経済特区開発予定地域

ターク県メーソート
ムクダハン県
ソンクラー県サダオ
サケオ県アランヤプラテート
トラート県クロンヤイ

B
C
D
E

A1
期
目

チェンライ県
ノンカイ県
ナラティワート県
カンチャナブリ県
ナコンパノム県

2
期
目 B

C

D

E

A

Thailand 

順位 企業 年商
（億ドル） 業種

1 PTT PCL
タイ国営石油 PTT（タイ石油公社） 487 石油・ガス

2 Charoen Pokphand Foods PCL
チャロン・ポカパン・フーズ（CPフーズ） 132 食品

3 CP All PCL
CPオール 123 小売り

4 �e Siam Cement PCL
サイアム・セメント（SCG） 120 素材

5 PTT Global Chemical PCL
PTTグローバル・ケミカル 99 石油化学

順位 企業 年商
（億ドル）業種

1 Bank for Investment & Development of Vietnam
ベトナム投資開発銀行（BIDV） 32 銀行

2 Vietnam Joint Stock Commercial Bank for Industry & Trade
ヴィエティンバンク 26 銀行

3 Vietnam Dairy Products Corp.
ベトナム・デイリー・プロダクツ（ビナミルク） 21 乳業

4 Joint Stock Commercial Bank for Foreign Trade of Vietnam
ベトコムバンク 21 銀行

順位※ 企業 業種

1 Kanbawza Bank Limited.
カンボーザ（KBZ）銀行 銀行

2 Myawaddy Bank Ltd.
ミャワディ銀行 銀行

3 Union of Myanmar Economic Holdings
ミャンマー・エコノミック・ホールディングス（UMEHL）複合企業

4 Myawaddy Trading Limited
ミャワディ・トレーディング 商社

※所得税の納税額ランキング

順位 企業 年商
（億ドル） 業種

1 PT Telekomunikasi Indonesia Tbk
テレコムニカシ・インドネシア（テルコム） 87 通信

2 PT Bank Rakyat Indonesia (Persero) Tbk 
バンク・ラクヤット・インドネシア（BRI） 82 銀行

3 PT Bank Mandiri (Persero) Tbk
バンク・マンディリ 74 銀行

4 PT Gudang Garam Tbk
グダン・ガラム 57 たばこ

5 PT Bank Central Asia Tbk
バンク・セントラル・アジア（BCA） 48 銀行

順位 企業 年商
（億ドル） 業種

1 Top Frontier Investment Holdings, Inc.
トップ・フロンティア・インベストメント・ホールディングス 142 持ち株会社

（サンミゲル筆頭株主）

2 SM Investments Corp.
SMインベストメンツ 73 複合企業

3 Manila Electric Co.
マニラ電力（メラルコ） 54 電力

4 JG Summit Holdings, Inc. 
JGサミット・ホールディングス 48 複合企業

5 Ayala Corp.
アヤラ・コーポレーション 42 複合企業

順位 企業 年商
（億ドル） 業種

1 Tenaga Nasional Bhd.
テナガ・ナショナル 109 電力

2 Sime Darby Bhd.
サイムダービー 107 複合企業

3 Malayan Banking Bhd.
マラヤン・バンキング（メイバンク） 76 銀行

4 CIMB Group Holdings Bhd.
CIMBグループ・ホールディングス 60 銀行

5 Axiata Group Bhd.
アクシアタ・グループ 52 通信

順位 企業 年商
（億ドル） 業種

1 Wilmar International Ltd.
ウィルマー・インターナショナル 414 パーム油・農園

2 Flextronics International Ltd.
フレクストロニクス・インターナショナル 237 電子機器 EMS

3 Olam International Ltd.
オラム・インターナショナル 149 農作物商社

4 Singapore Telecommunications Ltd.
シンガポール・テレコム（シングテル） 119 通信

5 Singapore Airlines Ltd.
シンガポール航空（SIA） 107 航空

人口（万人）   9,270 
GDP（億ドル）   2,026 
1人当たりGDP（ドル）   2,186 
1578 日系企業数    1,578
法定最低賃金   375万ドン/月
（第1地域、ハノイ、ホーチミン、ハイフォンなど）

工業団地

❶ディンブー工業団地
❷野村ハイフォン工業団地
❸ノイバイ工業団地
❹クアンミン工業団地
❺タンロン工業団地
❻第2タンロン工業団地
❼ ベトナム・シンガポール工業
団地（VSIP）バクニン
❽ ベトナム・シンガポール工業
団地　（VSIP）ハイフォン

北
部

アマタベトナム工業団地
ビエンホア1・2工業団地
ロテコ工業団地
ロンドゥック工業団地
ミー・フック工業団地
サイゴンハイテクパーク
タントゥアン輸出加工区
ベトナム・シンガポール工業
団地（VSIP）
フーミー 3特別工業団地

南
部

1
2
3
4
5
6
7
8

ダナン工業団地
ホアカム工業団地
ホアカイン工業団地

中
部

1
2
3

Vietnam

9

出所：各国統計のうち、人口とGDPは世界銀行、1人当たりGDPは同公表値を基に算出、日系企業数は外務省「海外在留
邦人数調査統計」、法定最低賃金はNNA調べ。各企業の年商はフォーブス「グローバル2000（2017年版）」、ミャンマー
のみ国内歳入局（IRD）発表を基にNNAまとめ

工業団地&
インフラMAP
東南アジア諸国連合（ASEAN）経済共同体（AEC）の発足により、6億人を超える巨大な
経済圏が動き出した。
製造拠点と消費地を結ぶ幹線道路や物流施設などのネットワークも次々に整備され、そ
の活用はすでに始まっている。
域内の製造拠点である主要な工業団地や経済特区、交通インフラを一つの地図にまとめた。
次なる進出先はどこか。地図を見ながらASEANでの壮大な事業構想に思いをはせていた
だきたい。

ASEAN一覧

地場企業編
（年商ランキング）

日
系
企
業
と
の
主
な
取
り
組
み

タイ

CPグループ CPフーズ、CPオールなどを傘下に持つ、タイ最大の財閥。2014年、伊藤忠商事に 4%、伊藤忠商事が CPフーズ子会社の CPポカパンに 25%相互出資し、
資本・業務提携。CPグループは伊藤忠商事の筆頭株主に。15年、中国の大手国有複合企業、中国中信集団（CITIC）に伊藤忠商事と折半出資

チャロン・ポカパン・フーズ（CPフーズ） 1989年に明治（当時明治乳業）と合弁で CP明治を設立。「明治ブルガリアヨーグルト」などの乳製品を製造・販売する
サイアム・セメント（SCG） 2016年にヤマトホールディングスと合弁会社 SCGヤマトエクスプレスを設立。「SCGエクスプレス」ブランドで宅配サービスを展開
PTTグローバル・ケミカル 17年 8月、三洋化成工業と豊田通商とポリオールの製造・販売で合弁契約を締結。クラレ、住友商事とも合弁会社の設立準備中

シンガポール ウィルマー・インターナショナル 17年 6月、ウィルマーの完全子会社 KOGインベストメンツとライオンが合弁会社を設立すると発表。植物由来の界面活性剤事業を共同で展開する
オラム・インターナショナル 13年、即席麺「サッポロ一番」ブランドのサンヨー食品とナイジェリアに合弁会社を設立。15年、三菱商事が株式の 20%を取得

マレーシア
マラヤン・バンキング（メイバンク） 16年、シンガポール子会社である証券会社メイバンク・キムエンとみずほ証券が東南アジアの株式業務で業務提携
CIMBグループ・ホールディングス 1974年に旧・三和銀行が出資し、2017年 4月時点で三菱 UFJフィナンシャル・グループが 5.11%の株式を保有
アクシアタ・グループ 15年、NECと超小型高速無線伝送装置の国際展開で提携。17年 6月、カンボジア子会社スマート・アクシアタの株式 10%を三井物産が取得

フィリピン SMインベストメンツ 12年、傘下の SMリテールとファーストリテイリングが、合弁会社ファーストリテイリング・フィリピンを設立
アヤラ・コーポレーション 三菱商事と 40年以上の提携関係があり、工業団地開発や水インフラ、不動産などで協業

インドネシア
テレコムニカシ・インドネシア（テルコム） 11年に近接無線通信（NFC）技術を用いた決済システムの商用化を目的とし、NTTデータと提携
バンク・ラクヤット・インドネシア（BRI） 15年、JCBとカード発行業務で提携　
バンク・セントラル・アジア（BCA） 09年、三井住友銀行と業務提携契約に関する覚書を締結

ベトナム
ベトナム投資開発銀行（BIDV） 17年 5月、傘下の BIDVフィナンシャル・リーシングに三井住友信託銀行が 49%を出資し、合弁事業開始
ヴィエティンバンク 13年、三菱東京 UFJ銀行が 20％出資し、持ち分法適用会社に
ベトコムバンク 11年、みずほフィナンシャルグループが 15％出資


